
608

太成学院大学看護学部
2医療法人養生院清川病院
3滋賀医科大学公衆衛生看護学講座

責任著者連絡先〒5878555 堺市美原区平尾10601
太成学院大学看護学部 有馬和代

608 第68巻 日本公衛誌 第 9 号 2021年 9 月15日

2021 Japanese Society of Public Health

原 著

行政保健師における地域 DOTS 実践の質の評価と

個人要因・組織要因との関連
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目的 本研究は，地域 DOTS 実践に積極的関与が期待される行政保健師を対象とし，地域 DOTS

実践の質の現状を『服薬支援』，服薬支援を除く『個別的患者中心支援』，『関係機関連携』の

側面から評価し，これらの実践の質に影響を与える要因を個人要因と組織要因から明らかにし

て，行政保健師の力量形成上の課題を明確化する。

方法 2015年の結核罹患率15以上の自治体で結核患者支援に携わる行政保健師958人を対象に，自

記式質問紙調査を行い410人の有効回答を得た（有効回答率42.8）。地域 DOTS 実践の質は，

結核患者支援のエキスパート保健師との文献検討により『服薬支援』，『個別的患者中心支援』，

『関係機関連携』の側面を，各々10点満点で評価した。これらと結核対策の実施体制（組織要

因）および保健師の結核患者支援経験・意欲や学習状況（個人要因）との関係を，重回帰分析

にて検討した。

結果 地域 DOTS 実践の質の得点は，『服薬支援』（7.54±1.69），『個別的患者中心支援』（6.68±

1.53），『関係機関連携』（6.91±1.63）であり，『服薬支援』が有意に高かった。『個別的患者中

心支援』は 4 人に 1 人が10点中 5 点以下と，自身の活動を低く評価していた。『服薬支援』，

『個別的患者中心支援』，『関係機関連携』の間には強い関連があり，特に『個別的患者中心支

援』と『関係機関連携』間は r＝0.787と関連が強かった。地域 DOTS 実践の各重回帰モデル

に共通して有意な項目は，組織要因では，“個別支援計画を作成”（b＝0.112～0.270），“検討

会に受持ち患者の個別支援計画を提示”（b＝0.113～0.173），“コホート検討会への参加”（b＝

0.129～0.167）であり，個人要因では，保健師経験年数（b＝0.210～0.316）で，いずれも正の

関連を示した。また『関係機関連携』のモデルでは，“専門書や雑誌を読む”（b＝0.108）が正

の関連を示した。

結論 行政保健師の自己評価による地域 DOTS 実践の質の充実には，得点が低く，他の側面との

関連が強い『個別的患者中心支援』が優先課題であると言える。また，DOTS 実践の質を高

めるには，DOTS 評価に保健師が参画し，個別患者支援計画の立案や支援計画を提示すると

ともに成績評価に関わることが有用であることが示唆された。

Key words地域 DOTS，行政保健師，服薬支援，個別的患者中心支援，関係機関連携，個人・組

織要因
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 緒 言

日本の結核罹患率は，2019年現在，人口10万対

11.5と中蔓延状態である。厚生省（当時）は，2000

年に「日本版21世紀型 DOTS（Directly Observed

Treatment, Short-course ）戦 略 （ 以 下 ， 日 本 版

DOTS 戦略という）」を確立し，結核の再発および

薬剤耐性菌の出現を防止するために，結核の治療完

了の徹底を進めてきた。日本版 DOTS 戦略は，全

結核患者および潜在性結核感染症の者（以下，患者

とする）を対象に，医療機関が主体で行う「院内

DOTS」，患者の服薬療養支援を検討する「DOTS

カンファレンス」，保健所が主体で行う「地域
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DOTS」，治療成績及び DOTS 方法の評価を行う

「コホート検討会」から構成されている。

本研究が着目する「地域 DOTS」は，「院内

DOTS」から「地域 DOTS」へスムーズに移行でき

る連携体制の構築と，外来での治療を開始する患者

への確実な DOTS の実施が重要である1)。WHO

（World Health Organization）や多くの専門家は，

DOTS における服薬支援において「単に服薬を確

認するという支援だけでなく，精神的な支援や治療

の基盤となる生活支援も含め，患者の生活環境に合

わせた包括的患者支援により，患者を治癒に導くこ

と｣2～6)と伝えており，服薬確認だけでなく，患者

中心の個別的な支援の重要性を唱えている2)。さら

に，地域 DOTS を円滑に進めるための指針1)（以

下，地域 DOTS の指針という）では，「保健所と結

核専門および一般医療機関，薬局，在宅医療または

社会福祉施設などと地域連携によるネットワークを

構築し，患者の規則的服薬が継続できるように支援

を行い，結核患者の確実な治癒をめざす」ことが明

記され，関係機関と連携した服薬支援が推進される

ようになった。こうした戦略の推進や施策の実効性

を高める実践者として，行政の保健師の役割は大き

い。

厚生労働省は，2015年には「2020年までに，全結

核患者に対する DOTS 実施率を95以上とする」

事業目標7)を示し，院内および地域 DOTS が戦略

的に実施されてきた8)。しかし一方で，院内 DOTS

はルーチン業務になり，すべての入院患者に実施す

ることが重視され，服薬監視になっているとの指

摘9)がある。また，地域 DOTS に関しては，保健

師が「DOTS の理念を理解しないまま，服薬確認

に終わっている｣10)との指摘があるなど，患者を中

心にした包括的支援という DOTS 本来の目的に

適った質の懸念10,11)や DOTS の形骸化が危惧され

ている12)。加えて，地域 DOTS に関する先行研究

においては，地域 DOTS 完遂に必要な要因に焦点

を当てた研究13)はあるものの，地域 DOTS 実践の

質や地域 DOTS 実践の質を高める要因に着目した

研究はほとんどなされていないのが現状である。

そこで，本研究では，行政機関に所属する保健師

（以下，行政保健師という）を対象に，地域 DOTS

実践の質を評価したうえで，それらに影響する要因

を明らかにすることを目的とした。以上により，地

域 DOTS に積極的関与が期待される行政保健師の，

DOTS 実践における力量形成上の課題を明確化す

ることが期待される。

地域 DOTS 実践の質に影響する要因としては，

松尾14)の研究や永田ら15)の報告を参考に，行政保健

師の個人要因と組織要因とした。前者は，支援経験

や患者支援の意欲・困難感，DOTS 実施のための

スキル向上の学習状況について，後者は，行政の組

織形態，患者支援管理体制，コホート検討会等

DOTS 評価への参加について着目した。

 研 究 方 法

. 対象

2015年の全国の結核罹患率（人口10万対）14.4に

比して，明らかに結核罹患率の高い自治体を対象と

し，結核罹患率15以上を基準に2015年結核登録者情

報調査16)から14都道府県ならびに11政令指定都市を

選定し，当該自治体で結核患者支援を担当している

行政保健師（常勤，非常勤）を対象とした。

. 調査方法

調査対象となる自治体の結核対策管理者等へ研究

の趣旨説明と調査協力の依頼文書を郵送後，電話に

て調査協力の可否を確認した。調査協力を得た13都

道府県と10政令指定都市の結核対策管理者を通じ

て，結核患者支援を行う保健所等の管内の施設と従

事保健師数を照会した。調査対象者は，合計139保

健所・保健センターの保健師958人となった。

139施設へ，対象人数分の研究依頼書，無記名自

記式質問紙調査票，返信封筒一式をセットして郵送

し，筆頭著者の所属大学宛に個別郵送法にて回収し

た（調査期間2017年 9 月～12月）。419人から回答

を得（回収率43.7），この内，地域 DOTS 実践の

質の評価に関する13項目のいずれかが未記入だった

9 人を除外し，410人を分析対象者とした（有効回

答率42.8）。

. 調査項目

1) 地域 DOTS 実践の質

地域 DOTS 実践の質の項目においては，医学中

央雑誌 web 版より文献検索を行った。検索語は

「DOTS」，「結核患者」，「看護」とし，2000年から

2015年に発表された原著論文を対象とした（検索

日2016年 4 月15日）。その結果，189件が該当し，

医療・検査，処遇困難事例，院内 DOTS，コホー

ト検討に関する文献等，地域 DOTS が主題ではな

い計168件を除外し，地域 DOTS の推進要因に関し

て論じている21件2～4,12,13,17～32)を調査項目の検討に

用いた。日本の結核対策に精通する結核研究所対策

支援部の 3 人の保健師と， 21件の論文と地域

DOTS の指針等1,33)の検討により，地域 DOTS 実

践の質を『服薬支援』，『個別的患者中心支援』，『関

係機関連携』の 3 つの側面から設定した。各々の定

義と質問項目の構成は以下の通りである。

『服薬支援』とは，“患者の服薬支援の頻度や確認
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方法，服薬支援者を定めた個別支援計画の作成，並

びに服薬確認と記録1,3)”である。質問項目は，地

域 DOTS の指針1)，阿彦17)，川口ら19)の文献やその

他の先行研究3,13,26,27,32,33)の報告や研究を参考にして

“服薬確認後に服薬手帳等に記録”や“「個別患者支

援計画」に基づいた服薬支援”等の 3 項目とした。

『個別的患者中心支援』とは，“直接的服薬支援以

外の，患者の服薬継続や再発予防の支障となる身体

的・精神的・社会経済的問題に対する支援や生活支

援も含めた，患者中心の包括的支援2～6)”である。

質問項目は，伊藤ら2)，Shimamura et al.4)，阿彦17)

の研究やその他の先行研究1,3,5,12,18～22,24,25,28,29,31)に

基づき“安心できる治療支援”，“確実な医療”，“エ

ンパワメントの促進”，“患者教育”，“QOL の確保”

等の 6 項目とした。

また『関係機関連携』とは，“結核の治療完遂を

目指した患者支援と治療成績の評価のために，相互

理解に基づいて保健所や地域の医療・福祉等の関係

機関と有機的に連携すること3,17,33)”とした。質問

項目は，地域 DOTS の指針1)，森ら3)，日本結核病

学会治療委員会33) の文献やその他の先行研

究12,17,20,23,29～32)を参考にして“行政の立場で関係機

関に地域 DOTS を啓発”，“結核専門医療機関や一

般医療機関との連携”などの 4 項目とした。これら

計13項目の回答方法には，NRS 法（Numerical Rat-

ing Scale）を採用し，現在の地域 DOTS の実施状

況を“出来ていない”（0 点）から“出来ている”

（10点）までの11段階で回答を得ることとした。ま

た，地域 DOTS の 3 つの各側面の評価得点は，こ

れらを構成する項目の平均値（range0～10点）と

した。得点が高いほど，実践の質が高いことを表す。

事前に機縁を通じて協力を得た結核患者支援に従

事する 5 人の行政保健師（20歳代 1 人，30歳代 2 人，

40歳代 2 人）を対象に，予備調査を実施してワー

ディングを修正し，再度，結核研究所の保健師と地

域 DOTS 実践の質の，各側面に対応する調査項目

の内容的妥当性を確認した。

分析対象者410人のデータを用いて，地域 DOTS

実践の質の信頼性係数（Cronbach's a 係数）を求め

たところ，『服薬支援』a＝0.80，『個別的患者中心

支援』a＝0.93，『関係機関連携』a＝0.87と，何れ

も十分な内的整合性があることを確認した。

2) 個人要因，組織要因

行政保健師の個人要因としては，［基本属性］，

［学習］，［患者支援の意欲・困難感］を設定した。

［基本属性］は，“年齢”，“性別”，“保健師経験年数”，

“結核患者支援経験年数”，“受持ち結核患者管理数”

や“現在までの結核患者の対応において自身が困難”

と感じた“処遇困難事例経験数”を尋ねた。［基本

属性］以外の個人要因，組織要因の項目において

は，松尾14)や永田ら15)の文献を参考にして，結核患

者支援のスキル向上のための［学習］（7 項目）の

経験の有無，並びに“良い支援を提供したい”，

“DOTS の実践は難しい”といった地域 DOTS の実

施における［患者支援の意欲・困難感］（3 項目）

を尋ねた。

また，組織要因とは，保健師が所属する行政組織

の結核対策の実施体制を捉えた項目群であり，行政

保健師の地域活動の組織的特徴である［組織形態］，

患者を支援するための組織的な管理体制が敷かれて

いるのかの［患者支援管理体制］（4 項目），行政保

健師の地域 DOTS の成績評価や評定への参画・参

加状況の［DOTS 評価への参加］（2 項目）を据え

た。各項目の回答方法において，［学習］の経験は，

あり＝1 点，なし＝0 点の 2 件法で，［基本属性］以

外の残りの項目は，1～4 点の 4 件法で回答を得

た。各項目の得点は，数値が大きいほど学習，活

動，参加をしている，気持ちが前向きであることを

表す。

. 分析方法

地域 DOTS 実践の『服薬支援』，『個別的患者中

心支援』，『関係機関連携』間の得点比較は，一元配

置分散分析（反復測定）を行った。また，これらを

従属変数とし，個人要因と組織要因を独立変数にし

た強制投入法による重回帰分析を用いた。独立変数

の投入にあたっては，分布に偏りがある［基本属性］

の性別，［学習］の“先輩や同僚に相談”の項目と，

独立変数間の相関係数が高い［基本属性］の年齢，

結核患者支援経験年数，［組織形態］の勤務部署を

除外し，勤務地はカテゴリ変数として投入した。ま

た VIF 値（Variance In‰ation Factors)≧10を基準と

して多重共線性を確認した。採用したモデルの独立

変数間の相関係数は－0.329～0.283，VIF 値は1.32

～2.10であった。なお，分析には SPSS Statistics

Premium Grand Pack ver25.0 を用い，有意水準は

5（両側）とした。

. 倫理的配慮

対象者へ，研究目的と意義および倫理的配慮を記

載した文書と無記名の自記式質問紙調査票を送付

し，調査票の返送により同意と見なし，返送後の同

意撤回はできないことを明示した。倫理的配慮とし

ては，自由意思による調査協力と拒否・中断の自

由，匿名性の保証，調査票の記載に要する労力と時

間，データの管理方法と結果の公表方法を明記し

た。本研究は，大阪市立大学大学院看護学研究科の

倫理審査委員会で，2017年 9 月25日に承認（承認番
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表 地域 DOTS に従事する行政保健師の基本属性と背景

(N＝410)

個 人 要 因 組 織 要 因

要因 項 目
Mean±SD

n（)
要因 項 目 n（)

基

本

属

性

年齢 39.2±10.8

保健師経験年数 13.8±10.4

結核患者支援経験年数 8.0±7.8

受持ち結核患者管理数 20.7±26.1

性別
男 17(4.1)

女 393(95.9)

処遇困難事例経験数

なし2 件 174(42.4)

35 件 127(31.0)

610件 67(16.3)

1120件 26(6.3)

21件以上 10(2.4)

学

習

先輩や同僚に相談
なし 28(6.8)

あり 381(92.9)

コホート検討会で学ぶ
なし 97(23.7)

あり 312(76.1)

公費で研修会に参加
なし 101(24.6)

あり 308(75.1)

通知・マニュアルで
学ぶ

なし 106(25.9)

あり 303(73.9)

医師や看護師等に相談
なし 238(58.0)

あり 171(41.7)

自費で研修会等に参加
なし 356(86.8)

あり 53(12.9)

専門書や雑誌を読む
なし 135(32.9)

あり 274(66.8)

患
者
支
援
の
意
欲
・
困
難
感

良い支援を提供したい

思わない 0(0.0)

あまり思わない 19(4.6)

ある程度思う 176(42.9)

そう思う 215(52.4)

支援の勉強をもっと
したい

思わない 0(0.0)

あまり思わない 17(4.1)

ある程度思う 148(36.1)

そう思う 245(59.8)

DOTS の実施は難
しい

思わない 27(6.6)

あまり思わない 118(28.8)

ある程度思う 232(56.5)

そう思う 33(8.0)

組

織

形

態

勤務地

都道府県 141(34.4)

政令指定都市 129(31.5)

特別区 128(31.2)

中核市 12(2.9)

勤務部署

本庁 0(0.0)

保健所 231(56.3)

保健センター 177(43.2)

その他 2(0.5)

勤務形態

業務担当制 169(41.2)

地区担当制 222(54.1)

重層型 19(4.6)

患

者

支

援

管

理

体

制

上司や同僚からの助言

もらわない 2(0.5)

殆どもらわない 17(4.1)

時々もらう 227(55.4)

常にもらう 163(39.8)

リスクアセスメント
票で評価

行わない 13(3.2)

殆ど行わない 25(6.1)

初回に行う 138(33.7)

変化毎に行う 232(56.6)

個別患者支援計画を
作成

作成しない 45(11.0)

殆ど作成しない 46(11.0)

ハイリスクに作成 39(9.5)

一人毎に作成 275(67.1)

検討会に受持ち患者
の個別患者支援計画
を提示

行わない 22(5.4)

殆ど行わない 111(27.1)

時々行う 26(6.3)

定期的に行う 248(60.5)

D
O
T
S
評
価
へ
の
参
加

結核患者検討会への
参加

参加しない 7(1.7)

殆ど参加しない 17(4.1)

時々参加 52(12.7)

定期的に参加 332(81.0)

コホート検討会への
参加

参加しない 13(3.2)

殆ど参加しない 20(4.9)

時々参加 58(14.1)

定期的に参加 316(77.1)

注） 無回答は記載せず
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表 行政保健師による地域 DOTS 実践の質の評価

(N＝410)

調 査 項 目 調査項目の要約表記
Mean±SDa

Mean±SDb

服薬支援 7.54±1.69





DOTS カンファレンスや個別の支援検討の場等により「個別患
者支援計画」が作成できているか

個別患者支援計画の作成 7.13±2.17

「個別患者支援計画」に基づいて，「服薬支援」が実施できてい
るか

個別患者支援計画に基づ
いた服薬支援 7.29±1.97

服薬確認を行った後，服薬手帳や結核登録票に記録ができてい
るか

服薬確認後に服薬手帳等
に記録 8.20±1.82

個別的患者中心支援 6.68±1.53



結核患者が安心して治療が行えるような支援ができているか 安心できる治療支援 7.04±1.67

患者を確実に治癒に導いていく支援が行えているか 確実な医療 6.90±1.73

患者のエンパワメントを促進できるような支援ができているか
（生活に影響を及ぼす問題などを患者が主体的に解決するため
の力を回復・向上させること)

エンパワメントの促進 6.29±1.85

患者の QOL が確保できる支援ができているか
（治療中の日常生活動作や社会的な自立度の低下を防ぎ，QOL
を向上させるための療養環境などの整備など)

QOL の確保 6.42±1.78

患者や家族・市民に対して早期受診するように促すことができ
ているか

早期受診の啓発 6.79±1.97

「患者教育」ができているか 患者教育 6.63±1.71

関係機関連携 6.91±1.63

結核専門医療機関や一般医療機関との連携はできているか
結核専門医療機関や一般
医療機関との連携 6.92±1.83

医療機関以外の関係機関（介護事業所・福祉関係の機関等）と
の連携はできているか

医療機関以外の関係機関
との連携 6.89±1.93

関係機関等に対して，地域 DOTS を促すために行政の立場で
関わることができているか

行政の立場で関係機関に
地域 DOTS を啓発 6.76±2.05

患者の治療成績やサービス内容について評価することができて
いるか

治療成績やサービス内容
の評価 7.08±1.91

注） 差の分析一元配置分散分析

Mean±SD の算出方法a地域 DOTS 実践の質の平均値と標準偏差

b各項目の平均値と標準偏差

P＜0.001
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号2933）を得て実施した。

 研 究 結 果

. 地域 DOTS に従事する行政保健師の個人要

因，組織要因

分析対象の410人の“年齢”は，39.2±10.8歳

（22歳～65歳），“保健師経験年数”は，13.8±10.4

年であった。“性別”は，「男性」17人（4.1），

「女性」393人（95.9），“処遇困難事例経験数”で

は，174人が「なし～2 件」であり42.4を占めた。

［学習］の“先輩や同僚に相談”は，「あり」381人

（92.9），“コホート検討会で学ぶ”は，「あり」

312人（76.1），“専門書や雑誌を読む”は，「あり」

274人（66.8），“自費で研修会等に参加”は，「あ

り」53人（12.9）であった。［患者支援の意欲・

困難感］の“DOTS の実施は難しい”では，「ある

程度思う」232人，「そう思う」33人を合わせて64.5

が困難を感じていた。組織要因の［勤務形態］では，

“業務担当制”41.2，“地区担当制”54.1であり，

［患者支援管理体制］の“個別患者支援計画を作成”

では，「一人毎に作成」275人（67.1），「ハイリス

クに作成」39人（9.5）で，「殆ど作成しない」46

人，「作成しない」45人を合わせて22.0が個別患

者支援計画を作成していなかった。“検討会に受持

ち患者の個別支援計画を提示”は，「定期的に行う」

248人（60.5）に対し，「殆ど行わない」111人，

「行わない」22人を合わせて32.5が，検討会に受

持ち患者の個別支援計画を提示していなかった。

［DOTS 評価への参加］の“コホート検討会への参

加”は，「定期的に参加する」316人（77.1），「参
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表 行政保健師による地域 DOTS 実践の評価を従属変数とした重回帰分析

(N＝389)

服薬支援
個別的患者
中心支援

関係機関連携

標準
偏回帰係数 P 値 標準

偏回帰係数 P 値 標準
偏回帰係数 P 値

個

人

要

因

基本属性

保健師経験年数 0.210 0.000 0.316 0.000 0.293 0.000

受持ち結核患者管理数 0.083 0.068 0.039 0.395 0.057 0.209

処遇困難事例経験数 －0.006 0.898 0.014 0.769 0.098 0.039

学習

コホート検討会で学ぶ 0.095 0.047 0.064 0.187 0.043 0.369

公費で研修会に参加 0.021 0.661 －0.034 0.475 －0.019 0.683

通知・マニュアルで学ぶ 0.007 0.881 －0.034 0.470 －0.018 0.690

医師や看護師等に相談 －0.013 0.778 0.071 0.138 0.046 0.329

自費で研修会等に参加 0.030 0.500 0.079 0.086 0.081 0.073

専門書や雑誌を読む 0.031 0.515 0.056 0.250 0.108 0.023

患者支援の
意欲・困難感

良い支援を提供したい －0.025 0.644 0.005 0.921 －0.007 0.894

支援の勉強をもっとしたい 0.058 0.273 0.001 0.990 －0.004 0.943

DOTS の実施は難しい －0.230 0.000 －0.161 0.001 －0.174 0.000

組

織

要

因

組織体系

勤務地（都道府県) reference reference reference

勤務地 1（政令指定都市・中核市） －0.039 0.485 0.036 0.523 0.027 0.628

勤務地 2（特別区） －0.105 0.087 －0.086 0.173 0.000 0.994

勤務形態 0.068 0.190 0.136 0.010 0.118 0.023

患者支援
管理体制

上司や同僚からの助言 0.020 0.664 －0.027 0.551 －0.037 0.411

リスクアセスメント票で評価 －0.008 0.869 0.124 0.013 0.054 0.272

個別患者支援計画を作成 0.270 0.000 0.172 0.000 0.112 0.015

検討会に受持ち患者の個別患者支
援計画を提示 0.134 0.004 0.113 0.016 0.173 0.000

DOTS 評価
への参加

結核患者検討会への参加 0.008 0.870 －0.063 0.189 0.018 0.701

コホート検討会への参加 0.167 0.001 0.129 0.014 0.137 0.008

R2 0.342 0.000 0.316 0.000 0.341 0.000

調整済み決定係数 R2 0.304 0.277 0.303

注） 質的変数にはダミー変数を用い，学習の項目は（1あり，0なし），勤務地 1（1政令指定都市・中核市，0

その他の勤務地），勤務地 2（1特別区，0その他の勤務地），勤務形態（1地区担当制，0業務担当制・重

層型），処遇困難事例経験数は（1なし2 件，235 件，3610件，41120件，521件以上），患者支援

の意欲・困難感の 3 項目，患者支援管理体制の 4 項目，DOTS 評価への参加の 2 項目は（1しない，2殆ど，

3時々，4行う）で分析した。不明の者は除外した。
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加しない」13人（3.2）であった（表 1）。

. 地域 DOTS 実践の質

地域 DOTS 実践の質の評価について表 2 に示し

た。地域 DOTS 実践の質の構成項目の得点は，

6.29～8.20であり，“服薬確認後に服薬手帳等に記

録”が特に高かった。反対に低かったのは“エンパ

ワメントの促進”，“QOL の確保”であった。地域

DOTS 実践の質の評価得点は，『服薬支援』（7.54±

1.69），『個別的患者中心支援』（6.68±1.53），『関係

機関連携』（6.91±1.63）であり，『服薬支援』が有

意に高く（P＜0.001），『個別的患者中心支援』が，

有意に低かった（P＜0.001）。得点が10点中 5 点以

下の割合は，『服薬支援』15.2，『個別的患者中心

支援』24.7，『関係機関連携』21.7であった。

さらに，『服薬支援』，『個別的患者中心支援』，『関

係機関連携』間の Pearson の単相関係数は，0.654

～0.787（P＜0.01）であったが，中でも『個別的患

者中心支援』は，『関係機関連携』と r＝0.787，『服

薬支援』とは r＝0.698と相互に強い関連を認めた。

. 地域 DOTS 実践の質に影響する個人要因・

組織要因との関連

地域 DOTS 実践の質を従属変数とした重回帰分

析の結果を表 3 に示した。各モデルは R2＝0.316～

0.342であり，共通して有意な関連を示したのは，
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個人要因の“保健師経験年数”（b＝0.210～0.316）

と［患者支援の意欲・困難感］の“DOTS の実施

は難しい”（b＝－0.161～－0.230）であった。組織

要因では，［患者支援管理体制］の“個別支援計画

を作成”（b＝0.112～0.270），“検討会に受持ち患者

の個別支援計画を提示”（b＝0.113～0.173）であり，

［DOTS 評価への参加］の“コホート検討会への参

加”（b＝0.129～0.167）であった。“DOTS の実施

は難しい”以外はいずれも正の関連を示した。

また，地域 DOTS 実践の質の各側面において

『服薬支援』では，個人要因での［学習］の“コホー

ト検討会で学ぶ”（b＝0.095）経験をしているほど

正の関連が認められた。『個別的患者中心支援』で

は，組織要因の［勤務形態］が“地区担当制”（b
＝0.136）をとっていることと［患者支援管理体制］

の“リスクアセスメント票で評価”（b＝0.124）し

ていることが正の関連を示した。『関係機関連携』

については，個人要因の“処遇困難事例経験数”の

多さ（b＝0.098），［学習］の“専門書や雑誌を読む”

（b＝0.108），組織要因の［勤務形態］が“地区担当

制”（b＝0.118）をとっていることが正の関連を示

した。尚，全ての地域 DOTS 実践のモデルにおい

て，行政保健師の“受け持ち結核患者管理数”，“勤

務地”には，有意な関連が認められなかった。

 考 察

今回の研究では，地域 DOTS 実践の質を，『服薬

支援』，『個別的患者中心支援』，『関係機関連携』の

3 つの側面から評価した上で，地域 DOTS 実践の

質を左右する要因について分析を行った。地域

DOTS 実践の質の 3 つの側面においては，個人要

因の保健師経験年数が長いほど質の高い実践がなさ

れているという有意な関連が認められ，経験値の影

響が大きいことが明らかになった。行政保健師は，

個別援助活動の経験を通じて，患者の生活全体への

支援体制の構築や関係機関連携の経験が積重なる34)

とされており，今回の結果も平野らの言説を支持し

た。

以下では，地域 DOTS 実践の質の評価とそれら

を高める上での力量形成上の課題について，経験値

以外の点から考察した。

. 地域 DOTS 実践の質の評価

地域 DOTS 実践の質の評価においては，『服薬支

援』，『個別的患者中心支援』，『関係機関連携』の得

点比較において，『服薬支援』が高く，『個別的患者

中心支援』が低い結果であった。また，『個別的患

者中心支援』の得点は，4 人に 1 人の行政保健師が

10点中 5 点以下と，自身の活動を低く評価している

ことが明らかになった。

『服薬支援』の得点が高かった点については，服

薬支援の具体的な方法が各自治体の結核対策マニュ

アルに示されていることや，支援に必要な行動や行

動の結果が見えやすいことなどが，実践のしやすさ

や自己評価の高さと関係していると考えられた。

しかしながら，地域 DOTS の実施においては，

服薬確認自体よりも，「個別化された患者中心の包

括的支援活動が肝要2)」とされ，DOTS の目的とし

て重要視されている。森が行った“日本版 DOTS

戦略の活動領域別の調査”からは，患者中心の個別

的な支援による DOTS の質の向上の課題が明らか

にされている20)。また，「DOTS の理念を理解しな

いまま服薬確認に終わっている」との批判もあ

る9)。このような指摘と同様に本研究でも，『個別

的患者中心支援』の結果が低かった。その背景に

は，患者の QOL の向上自体が支援目的となるよう

な，処遇困難事例を支援した経験が「なし～2 件」

と少ない保健師が，全体の 4 割以上を占めていたこ

との影響が考えられた。つまり，その影響とは『個

別的患者中心支援』を構成する“患者の QOL の確

保”や“患者がエンパワメントできる支援”の経験

や機会が少ないが故に，そうした支援ができるとは

評価しにくいということである。当初は，伊藤らの

文献に基づき，「処遇困難事例経験数の多さは，『個

別的患者中心支援』実践の質に関連する2)」と仮説

を立てていたが，本研究では有意な関連が認められ

なかった。これは処遇困難事例を経験した保健師自

体が少なかったことが影響しているものと考えられ

た。

さらに，地域 DOTS 実践の質の 3 つの側面の間

には強い関連があり，中でも『個別的患者中心支援』

は，『関係機関連携』との関連が特に強く，次に

『服薬支援』との関連が強かった。

これらのことを踏まえると，個別的な患者中心の

支援を意識化しより重視した実践が，結果として，

関係機関との連携を高めることに繋がりやすく，地

域 DOTS 実践の全体的な質の向上に繋がるのでは

ないかと推察された。

. 地域 DOTS 実践の質への影響要因

地域 DOTS の『服薬支援』，『個別的患者中心支

援』，『関係機関連携』の実践の質に共通して有意な

関連が認められた要因は，組織要因として，［患者

支援管理体制］の“個別患者支援計画を作成”，“検

討会に受持ち患者の個別患者支援計画を提示”であ

り，［DOTS 評価への参加］の“コホート検討会へ

の参加”であった。個人要因としては，［患者支援

の意欲・困難感］の“DOTS の実施は難しい”と
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感じることであった。川口らは，保健所等での結核

患者支援検討会（DOTS カンファレンスを含む）

に保健師が参加して，医療職らと支援計画を作成す

ることは，支援方法を学ぶ機会や関係機関との連携

の契機となり，患者支援への自信に繋がると述べて

いる19)。さらに，伊藤らは，コホート検討会では，

治療や支援のモニタリングが支援の向上へと繋がる

と報告している18)。本研究においても同様に，行政

保健師が，結核患者支援検討会やコホート検討会へ

参加し，個別患者支援計画を作成することは，3 つ

の側面からの地域 DOTS 実践の質の高さと関連す

ることが示された。加えて，川口ら19)や伊藤ら18)の

報告と同様に，こうした活動の結果として，支援に

対する困難感の低減に繋がるのではないかと考えら

れた。

そして，個人要因の［学習］について『服薬支援』

においては，“コホート検討会で学ぶ”，『関係機関

連携』においては“専門書や雑誌を読む”の 2 項目

のみが，実践の質を高めるという関連を示し，『個

別的患者中心支援』には有意な関連は認められな

かった。本研究において行政保健師の個人の学習の

影響は，力量形成の効果を考えると相対的に小さい

と言える。さらに，ほとんどの行政保健師は“良い

支援を提供したい”，“支援の勉強をもっとしたい”

と高い患者支援意欲を持っていることが明らかに

なった。ところが，同時に“専門書や雑誌を読む”

は 6 割程，“自費で研修会等に参加”は 1 割程度と

いう結果であった。こうした背景には，職場の業務

量や人員数の問題等，自己研鑽ができにくい職場や

生活環境などの限界もあると考えられる。しかしな

がら，今回の研究からは，その要因は検討できな

かった。この点については今後の課題である。

また，『個別的患者中心支援』と『関係機関連携』

においては，［勤務形態］の“地区担当制”の下に

おいて，質の高い実践が行われやすいという特徴が

示された。このことは，感染症担当としての患者支

援は，業務担当制で行うよりも，地区担当制の方が

関係機関との連携がとりやすく，患者を包括的に支

援することに繋がりやすいためではないかと推察さ

れた。

. 地域 DOTS 実践の質を高めるために

今回の研究において，行政保健師の地域 DOTS

実践の質の向上には，『個別的患者中心支援』の実

践の充実が必要であることが示唆された。すなわ

ち，『個別的患者中心支援』における患者の“QOL

の確保”や“エンパワメントの促進”の項目得点を

高めることが重要である。組織要因の視点からは，

コホート検討会などで支援の経験を共有し，自らの

実践について省察を得る機会を持つという，組織的

な支援活動の実施が，行政保健師の地域 DOTS 実

践の質の向上のために有効と示唆された。そして，

これらの機会を通して，行政保健師は，共感的サ

ポートや治療の動機づけ3)，ポジティブな姿勢で，

患者の心身への支援とケア35)を行う重要性を感受

し，患者の“QOL の確保”や患者が“エンパワメ

ントできる”患者中心の個別的な支援の実践力を高

めることが期待される。

. 本研究の限界と課題

今回，地域 DOTS 実践の質を『服薬支援』，『個

別的患者中心支援』，『関係機関連携』の 3 つの側面

から捉え，これらの実践の質の実態を明らかにし

た。ただし，自己評価に基づいた評価であるため，

治療完遂率や DOTS 導入率等の外的な基準との妥

当性の検討が必要である。また，調査対象には，結

核罹患率が低い自治体が含まれていない。患者発生

が少なければ，検討会等の機会が自ずと少なくなる

ため，罹患率の低い地域を含めた実践の質の実態

は，今回より低くなる可能性や関連する要因が異な

る可能性がある。専門職としての自己研鑽の充実に

向けた課題も含め，今後の課題と言える。

 結 語

本調査結果から，行政保健師の地域 DOTS 実践

の質の評価において，『服薬支援』，『個別的患者中

心支援』，『関係機関連携』の中で，『個別的患者中

心支援』が有意に低く，行政保健師も自身の支援活

動を低く評価していることが明らかになった。『服

薬支援』，『関係機関連携』との関連の強さから『個

別的患者中心支援』の活動を高めることが優先課題

と言える。課題改善のためには，結核患者支援検討

会やコホート検討会に行政保健師が参画して，個別

患者支援計画の立案や支援計画を提示すると共に成

績評価に関わり，実践と評価の一連の経過を組織的

に積重ねることが有用であると示唆された。

研究にご協力下さった保健師の皆様，貴重なご助言を

下さった，大阪市立大学大学院看護学研究科の横山美江

教授，公益財団法人結核予防会結核研究所の永田容子

様，浦川美奈子様にお礼申し上げます。本研究では，開

示すべき COI 状態はありません。
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Evaluation of the quality of public health nurses' community DOTS practices and

its relationship with individual and organizational factors

Kazuyo ARIMA, Tamae SHIMAMURA2and Mikiko ITO3

Key wordscommunity DOTS, public health nurses, enhancing tuberculosis treatment adherence, patient-

centered support, coordination with related organizations' individual factors, organizational

factors

Objectives By targeting the public health nurses (PHNs) who are expected to be actively involved in the

implementation of community DOTS practices, we evaluated the quality of the regional DOTS

practices based on the three aspects of `̀ enhancing tuberculosis (TB) treatment adherence,''

`̀ patient-centered support other than treatment,'' and `̀ coordination with related organizations.''

We examined the individual and organizational factors that aŠect the quality of these practices. Fur-

ther, we clariˆed the challenges related to the abilities of PHNs.

Methods A self-report questionnaire survey of 958 PHNs from local governments with a TB incidence rate

of 15 or more was administered in 2015. This resulted in there being 410 valid responses with a valid

response rate of 42.8.

The quality of the community DOTS practices was evaluated based on the three aspects by review-

ing the literature on expert PHNs for TB patient support. After a preliminary survey, each was eval-

uated based on a scale of 10 points. A multiple regression analysis was conducted to understand the

relationship between these and the TB control implementation system (organizational factors), the

experience and motivation of PHNs to support tuberculosis patients, and the learning situation (in-

dividual factors).

Results The quality of the community DOTS practices was 7.54±1.69 for `̀ enhancing TB treatment ad-

herence,'' was 6.91±1.63 for `̀ coordination with related organizations,'' and was 6.68±1.53 for

`̀ patient-centered support.'' The scores for the ˆrst factor were higher than those for the latter two

factors (P＜0.05). With regard to `̀ patient-centered support,'' one-fourth of the surveyed PHNs

rated their practices as low. Each predictor showed a strong relationship with the quality of com-

munity DOTS practices, especially `̀ coordination with related organizations'' and `̀ patient-centered

support'' (r＝0.787). The signiˆcant organizational factors associated with the quality of the com-

munity DOTS practices in terms of each aspect were `̀ making an individual support plan for TB

patients'' (b＝0.1120.270), `̀ reporting own practices at the DOTS conference as a responsible

PHN'' (b＝0.1130.173), `̀ attending cohort study meetings'' (b＝0.1290.167), and the individ-

ual factor of `̀ many years of experience as a PHN'' (b＝0.2100.316). Additionally, in the model of

`̀ coordination with related organizations,'' `̀ reading specialized books and journals'' (b＝0.108)

was found to be signiˆcant and positively related.

Conclusion To improve the quality of the community DOTS practices based on the self-evaluation of

PHNs, `̀ patient-centered support'' with a low score and high relevance to other aspects is a priority.

It was also suggested that it would be useful if the PHNs participated in DOTS evaluations, deve-

loped individual patient support plans, presented support plans, and participated in performance

evaluations to improve the quality of DOTS practices.
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